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2021年2月18日

イオン株式会社

環境・社会貢献部

奥田 勝文

イオンの脱炭素経営推進について

ネット・ゼロに向けた企業に求められる取り組み



グループ概要

日本・中国・アセアンで約21,900店舗／ヵ所で展開
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グループ概要
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イオンの基本理念

イオンとは、ラテン語で「永遠」

お客さまを原点に平和を追求し、
人間を尊重し、地域社会に貢献する。

●小売業の繁栄は、「平和」の象徴

●小売業は人間同士のつながりを
基盤とする「人間」産業

●地域に根ざし、地域と ともに
発展する「地域」産業
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イオンの環境・社会活動の変遷（抜粋
）



イオン サステナビリティ基本方針

私たちイオンは、「お客さまを原点に平和を追求し、人間を尊重し、
地域社会に貢献する」という基本理念のもと、「持続可能な社会の
実現」と「グループの成長」の両立を目指します。

取り組みにあたっては、「環境」「社会」の両側面で、グローバルに
考え、それぞれの地域に根ざした活動を、多くのステークホルダーの
皆さまとともに積極的に推進してまいります。 2018年9月改訂

・脱炭素社会の実現

・生物多様性の保全

・資源循環の促進

環境面の重点課題 社会面の重点課題

「イオン サステナビリティ基本方針」

・社会の期待に応える商品・店舗づくり

・人権を尊重した公正な事業活動の実践

・コミュニティとの協働
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イオン 脱炭素ビジョン2050

イオンは、３つの視点で温室効果ガス（以下CO2等）
排出削減に取り組み、脱炭素社会の実現に貢献します。

イオン脱炭素ビジョン2050（2018年３月）

店舗

商品・物流

お客さまと
ともに

店舗で排出するCO2等を2050年までに
総量でゼロにします。

事業の過程で発生するCO2等をゼロにする
努力を続けます。

すべてのお客さまとともに、脱炭素社会の
実現に努めます。
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中間目標（2030年CO2等排出量）
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2050年排出ゼロからバックキャストして2030年目標を設定

※ SBT に整合する目標として、認定済

2030年時点の
総排出量

2050年までのCO2等排出削減経路（スコープ１＆２）

（基準年）
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2030年目標達成に向けて

《達成手段の考え方》

イオンのCO2排出量の約9割が電力由来

2030年までにCO2排出量35%削減（2010年比）

省エネ 再エネ

店舗使用電力の削減と再エネ転換



国際イニシアティブへの参加
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日本の大手小売企業として初めて（当時）
国際社会全体で再生可能エネルギーへの転換を目指す国際イニシアティブ

「ＲＥ１００」へ参画

（2018年3月）

2021年2月現在、日本企業の参加は50社
現在グローバルで288社が参加しており、
日本は国別では米国に次ぐ世界2位の社数



国際イニシアティブへの参加

ＥＶ充電器
国内外に240店舗

設置数2,415基
（国内1,847基、海外568基）

（2020年2月末現在）
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具体的な取り組み



店舗
店舗で排出するCO2等を2050
年までに 総量でゼロにします。
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【店舗】 次世代店舗の開発

2030年目標の達成に向けて、CO2排出量50％削減を
目指す次世代「スマートイオン」の開発を推進

2005年～ 2013年～ 2020年～

エコストア スマートイオン 次世代スマートイオン

CO2排出量

平均24％削減

CO2排出量

50％削減（目標）
※標準店舗と比較（2010年比）

 環境に配慮した「店舗」・
「商品・サービス」の提供

 「お客さま」とともに進める
環境活動

 持続可能な「まちづくり、
コミュニティづくり」へ貢献

＜５つの基準＞
スマートエネルギー、 防災・地
域インフラ 、生物多様性・景
観 、WAONとの融合 、交通
環境

 脱炭素社会の実現に貢献

省エネ、再エネの様々な手法を組み合わせ
 次世代スマート技術の導入
 AI・ビッグデータの活用
 エネルギーの遠隔一括管理
 地域再エネ電力の活用等
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【店舗】 次世代店舗の開発

 IoTを活用して、グループ店舗のエネルギー融通を遠隔
一括管理。エネルギーの部分最適から全体最適化へ

B店舗 C店舗

クラウド

データ一元化・遠隔監視

ITVカメラ

電気･ガス
検針メータ

自然冷媒
冷ケース

防災センター

熱源・空調

入退出
マルチセンサ

LED照明

サイネージ

インテリジェント･
コントローラー

エレベータ
エスカレータ

太陽光発電

【エネルギー遠隔一括管理のイメージ】

A店舗

照度センサ

温湿度
センサ

PM2.5
煙センサ

CO2
センサ

人感センサ
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イオン藤井寺ショッピングセンター （2019年9月開店）

オープンネットワークシステム

【店舗】 次世代店舗の開発
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【再エネ】 太陽光発電設備の積極導入

イオンモール座間
（2018年3月開店）

太陽光発電1000kW
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マックスバリュ(スーパーマーケット)

ミニストップ(コンビニエンスストア)

ウエルシア薬局 (ドラッグ)

イオンモール(ショッピングセンター)

【再エネ】 太陽光発電設備の積極導入

Copyright (C) 2021 ÆON Co., Ltd. All Rights Reserved.



イオンモール座間 （2018年3月開店） 容量１,００１ｋＷ

● イオンモールビンタン, ベトナム
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ジャカルタ・ガーデンシティ 容量５０７ｋＷ

バイク用駐輪場屋根を活用

【再エネ】 太陽光発電設備の積極導入

Copyright (C) 2021 ÆON Co., Ltd. All Rights Reserved.



● イオンモールジャカルタガーデンシティ, インドネシア
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【再エネ】 太陽光発電設備の積極導入

Copyright (C) 2021 ÆON Co., Ltd. All Rights Reserved.



イオンモール座間 （2018年3月開店） 容量１,００１ｋＷ

● イオンモール センソックシティ, カンボジア
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ジャカルタ・ガーデンシティ 容量５０７ｋＷ

AEON MALL Sen Sok City

【再エネ】 太陽光発電設備の積極導入
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PPA太陽光発電
および

オープンネット
ワークシステム

の導入

再生可能エネルギー100％使用店舗の誕生

人流データとAI

活用による空調
エネルギー削減

システム

再生可能エネルギー由来のCO２フリー電力を使用

＋ ＋

【再エネ転換】 再エネ100％店舗の推進
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ＡＩ技術の活用による最適な空調制御

・店舗にカメラや温度計等の各種センサを実施
・人流、客数、温湿度、CO2濃度などをリアルタイム感知
・蓄積データをAIが高度解析・学習・予測を実施
・最適な空調自動制御を実現し、常に最適な省エネ効果
・空調における電気使用量を約40％削減する見込み

店舗電力の再エネ100％化に加え
独自の取り組みを展開

イオンスタイル海老江 2020/3/28開店

＋

【省エネ】 先進的な省エネ技術の導入
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ＰＰＡ（Power Purchase Agreement）
太陽光発電事業者の資産として店舗屋根及び空地へ自家消費型ソーラーを設置。
発電した電気は店舗で自家消費する。発電事業者がパネルの調達から設置、運用保
守まで手掛け、店舗側は初期投資がなく、運用コストの負担もない。通常と同様に電
力料を支払うだけの対応。

【新モデルでの再エネ導入】 PPAモデル

イオンタウン湖南 2020年9月受電開始イオン藤井寺SC 2019年9月受電開始 イオンモール津南 2020年6月受電開始

今後PPAを順次導入
200ヵ所のポテンシャル

2020年度現在
４SCで受電開始
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【2019年度実施内容】
①VPPの実証

経産省の補助金助成を活用

②ブロックチェーンによる
環境価値取引の実証
関西電力と協力して実験

▼実証実施写真

実証結果：計12日間実施。一定数の一般モニターの方がご参加。
システムについて問題なく構築。ニュースリリースを発信したこと
もあり、問い合わせ多く、関心の高さが伺える。

▼モニター募集ポスター

【再エネ調達】 さらなる再エネ調達実証
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■ V2H・EV充電器、VPP、ブロックチェーン実証実験

①VPP…EVを仲立ちとして、各家庭で発電した再エネをイオンモールに移行するシステムの構築
②ブロックチェーン…再エネの環境価値をWAONポイントに紐づけるためのAIシステムの構築

【今後のスケジュール】
• 2020年度1~2月： 一般モニター宅を利用したBC実証実験を実施予定
• 2021年度中 ： 次回実証実験(予定)
• 2022年度中 ： 事業化・他店舗展開(予定)

【再エネ調達】 さらなる再エネ調達実証
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【再エネ転換】本社ビルの使用エネルギー

2018年３月より、本社（イオンタワー・イオンタワー
Annex、千葉市）における使用電力を再エネ100%化

東京電力による再エネ「アクアプレ
ミアム」を利用。CO２を排出しない
水力発電由来の電力



■ 卒FIT余剰電力を活用した店舗の再エネ化

イオンモール長久手イオンモール岡崎イオンモール名古屋茶屋

中部エリアのイオンモール3店舗で再エネ調達
各SCにおける消費電力の約25％相当分を卒FITから調達した再エネでカバー

【再エネ調達】 電力会社との取り組み
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【外部評価】

29Copyright (C) 2021 ÆON Co., Ltd. All Rights Reserved.

【受賞のポイント】
・大手小売業初のPPAモデル
・イオンタウン湖南にて第1号稼働予定
・数年内に200店舗で導入予定
・卒FIT余剰電力の提供量に応じた
WAONポイント進呈サービスを電力会社
と協力実施



【外部評価】 CDP
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CDP『気候変動リスク』
Aリスト企業に2年連続で選出

（2019年、2020年）



イオンリテール㈱での取組み：

講師の講師

研修の講師

エネルギーアドバイザー候補カンパニー
施設管理担当者、ほか

人事総務課長、
後方管理担当者、ほか

 エネルギーアドバイザー候補研修受講

 筆記試験合格

 成果発表合格

 エネルギー管理講習修了

ベテラン講師

【人材育成】 省エネ人材の育成



商品・
物流

事業の過程で発生するCO2等
をゼロにする努力を続けます。



 モーダルシフトの推進

• メーカー７社と共同で専用列
車を運行、運行数の拡大等

• 内航船の活用等
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【商品・物流】

 商品サプライヤーへの働きかけ

• PB商品の製造委託先企業へ
CO２削減目標の設定を要請

• CO２削減貢献商品の開発等

モーダルシフト研究会 専用列車

パートナーやお客さまへCO2削減の協力を働きかけるなど、
バリューチェーン全体で脱炭素社会の実現を目指す

トップバリュ機能性インナー「ピースフィット」



【商品・物流】 異業種と共同でのモーダルシフト推進①

■イオングローバルSCM㈱は、同社が主催する「モーダルシフト研究会」を通じ、共同で
の鉄道輸送、および内航船輸送の取り組みを実施し、CO2排出の削減に取り組んでい
る。
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・花王(株)、ネスレ日本㈱、サントリー㈱との
31フィートコンテナの往復利用での鉄道輸送

内航船輸送では、サッポログループと共同で、
清水港～大分港において貨物船を利用した
共同往復輸送の実施に加え、九州→関東、
愛知→東北、三重→九州などの輸送ルートにも
活用し、コンテナ取扱量を増加させている。



• 花王(株)と共同で、トレーラ
輸送の中間中継地点での
積荷交換による効率的な
輸送も継続実施

• その他、輸送業界特有の
課題である、ドライバー不
足と長距離輸送の労働環
境の改善の為、長距離幹
線輸送のリードタイムを1日
延長し、更なるモーダルシ
フトを積極的に進め、CO2

削減に取り組む
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【商品・物流】 異業種と共同でのモーダルシフト推進②



【商品】 CO2排出削減に貢献する商品開発・販売

・プライベートブランド、「トップバリュ」
では、CO2排出削減に貢献する商品
の開発・販売にも取り組んでいます。
「トップバリュ減の恵み 北海道洞爺
産雪蔵じゃがいも」はその一例。

・収穫後の保管時の保冷に雪を利用
することで、電気使用量の削減、
CO2排出量の削減につなげています。

・JAとうや湖全体のじゃがいも出荷量
のうち、イオンの取扱いは30％を占
め、個の取り組みによるCO排出量削
減は、約47トンになりました。
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【商品】 CO2排出削減に貢献する商品開発・販売

・イオンアグリ創造㈱の久喜農場で
は、2017年の開場当時から、栽培ハ
ウスの加湿用ボイラー熱源の3割に
木質バイオマスを採用しています。

・2019年には、J-クレジットに登録申
請、認証を受けております。

・この取り組みにより150トンのCO2

排出削減を見込んでいます。
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【商品】 プラスチック利用に関する方針

「イオン プラスチック利用方針」

イオンは、脱炭素社会の実現に向けて、持続可能なプラスチック利用に取り組み
ます。店舗・商品・サービスを通じて、全てのステークホルダーの皆さまとともに、
脱炭素型かつ資源循環型の新たなライフスタイルの定着を進めて参ります。

1. 事業活動における資源の無駄使いや使い捨て型の利用を見直し、使い捨て
プラスチックゼロを目指します。

2. 必要なプラスチックは化石由来から環境・社会へ配慮した素材へ転換します。
※ライフサイクル全体での環境・社会影響を考慮し、トレース可能な紙、バイオマスプラスチック、再生プラスチック、

リサイクル可能な素材等を適切に選択

３.店舗を拠点に使用済プラスチックの回収・再利用・再生する資源循環モデルを
構築し、お客さまとともに持続可能な資源利用に取り組みます。



【商品】 プラスチック方針に基づくアクション

 2030年までに、使い捨てプラスチック使用量を半減します。
 2030年までに、全てのPB商品で環境・社会に配慮した素材を使用します。
 2030年までに、PBのPETボトルを100％再生又は植物由来素材へ転換します。

使わない

環境負荷の少
ない素材

リサイクル
再利用

 薄肉化
 小型化
 使わない化

 紙化
 バイオマス素材
 リサイクル素材等

 詰め替え・付け替え商品100％切替
 単一素材使用などリサイクルしやすい素材へ切替
（分解しやすい・ラベルはがしやすい等）

• フィルム薄肉化
• サイズダウンの小型化
• トレーや仕切りの使用中止など

ライフサイクル全体で環境・社会影響を考慮し、
トレース可能な紙、バイオマスプラ、再生プラ、
リサイクル可能な素材等を適切に選択

持
続
可
能
な
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
利
用
へ

【PB商品（容器包装・本体）における取り組みの方向性】

「ボトル to ボトル」資源循環モデルの構築
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【商品】 環境配慮商品：プラ使用量の削減

小型化

■【長巻化推進】キッチンタオル２倍巻
■【長巻化推進】トイレットペーパー1.5倍巻
（2020年下期～21年にかけてリニューアルし、
全品長巻化を実現）

省スペース化・輸送効率アップ。包装資材が小
さくなることでプラスチック削減実現。

薄肉化

サンドイッチ（フィルム軽量化）

TV減の恵み【にんじん/じゃがいも】
（フ ィルム薄肉化）
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パッケージ

【商品】 環境配慮商品：プラスチックから紙へ

■ナッツ
プラスチック使用量40%削減

■おそうじ用 セスキ炭酸ソーダ／クエン酸／重曹

包材の一部を紙に置き換え、計量スプーンも除くことで、
プラスチック使用量を45％削減

■ＦＳＣ🄬認証紙のストロー

プラスチックの替わりにフィンランド製のＦＳＣ
🄬認証紙を使用した、紙製ストロー

商品

■木のスプーン・木のフォーク

プラスチックの替わりに白樺材を使用したス
プーン・フォーク

41



■フリーフロム肌洗浄剤（10月20日発売）
ボトルは飲料用ペットボトルをリサイクルした、メカニ
カルペット素材を約95％使用。

【商品】 環境配慮商品：再生・バイオプラスチック使用

再生プラスチック バイオプラスチック

■ペットボトル再生原料を使ったクリアカップ
衛生的に処理・再生したリサイクルＰＥＴ樹脂を
２５％使用

■パンドミ フィルム（9月リニューアル）

■茶飲料フィルム（7月発売）
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お客さまと
ともに

すべてのお客さまとともに、脱炭
素社会の 実現に努めます。
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【お客さまとともに】

パートナーやお客さまへCO2削減の協力を働きかけるなど、
バリューチェーン全体で脱炭素社会の実現を目指す

 買物袋持参運動

 イオンチアーズクラブを通じた次
世代育成、環境教育

 イオンCOOL CHOICE宣言

• イベントや商品を通じて、お客
さまへ家庭での省エネや３R
行動を促進

2017年7月11日イオンレイクタウンにて



【お客さまとともに】 「レジ袋」削減枚数
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【お客さまとともに】 「レジ袋」削減のあゆみ
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【お客さまとともに】 「レジ袋」削減のあゆみ
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シナリオ分析による
「気候変動」への対応
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シナリオ分析による

経営のリスクと機会の把握
財務上の影響の把握

経営計画への気候変動対策の組み込み

シナリオ分析による「気候変動」への対応

②リスク項目の特定と重要度の評価（AEON REPORT 2019にて開示）

移行リスク 政策と法律
新たな技術
ビジネス環境の変化
お客さま・社会の変化

物理的リスク

③シナリオ検討（AEON REPORT 2019にて開示）

イオンの経営環境に関係する複数シナリオ（2℃の世界と4℃の世界）

①
ガ
バ
ナ
ン
ス
整
備

2019年賛同を表明。TCFDに沿ったシナリオ分析を行い、
リスク想定と事業継続のための対応策などの検討を実施
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リスク項目の特定、およびシナリオ検討
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リスク項目の特定、およびシナリオ検討



脱炭素社会の実現を目指して

原料調達

お客さま

製造

販売

物流

バリューチェーン全体で脱炭素社会へ




